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デ ン マ ー ク 概 況 
ジェトロ調査部（2024年 6月 25日更新） 

一般的事項 

 

国・地域名：デンマーク王国 Kingdom of Denmark 

 

面積：4 万 2,954 平方キロメートル（2024 年 1 月 1 日）※ 

（※自治領のフェロー諸島、グリーンランドは含まない、以下同じ。） 

 

人口：596 万 9,774 人（2024 年 5 月 1 日） 

 

首都：コペンハーゲン市 人口 66 万 2,783 人（2024 年 5 月 1 日） 

 

公用語：デンマーク語 

 

宗教：プロテスタント・福音ルーテル派（71.4％、2024 年 1 月 1 日） 

（出所：デンマーク統計局、牧師教育・研究センター） 

 

基礎的経済指標 

 

GDP（名目）：4,051 億 9,900 万ドル（2023 年、推計値、出所：IMF） 

 2 兆 7,917 億デンマーク・クローネ（2023 年、推計値、出所：IMF） 

 

1 人当たり名目 GDP：6 万 8,300 ドル（2023 年、推計値、出所：IMF） 

 

貿易（2023年）：（出所：ユーロスタット、現地通貨建てをドル換算） 

 

輸出（FOB）：1,363 億 9,602 万ドル 

主要品目（構成比）：医療用品（15.4％）、機械類（12.1％）、鉱物性燃料

（9.9％）、電気機器（6.7％）光学・医療機器（3.5％） 

主要輸出相手国：ドイツ（13.4％）、スウェーデン（7.9％）、 

オランダ（5.7％）、米国（4.8％）、ノルウェー（4.7％） 

輸入（CIF）：1,260 億 2,058 万ドル 

主要品目（構成比）：鉱物性燃料（13.3％）、機械類（10.9％）、電気機器

（9.4％）、輸送用機器（鉄道除く）（9.2％）、医療用品

（4.3％） 

主要輸入相手国：ドイツ（18.6％）、スウェーデン（11.5％）、ノルウェー

（10.8％）、オランダ（8.9％）、中国（6.0％） 

 

外貨準備高：1,049 億 5,813 万ドル（2023 年 12 月、出所：IMF） 

 

外国直接投資受入残高：1,469 億 8,500 万ドル（2022 年末、出所：IMF） 

 

通貨単位：デンマーク・クローネ（DKK） 

 

為替レート（2022年平均）：1 ユーロ＝7.45 デンマーク・クローネ 

1 ドル＝6.89 デンマーク・クローネ 

1 デンマーク・クローネ＝20.36 円 

（出所：デンマーク国立銀行） 

経済動向 

① デンマーク議会で 2020 年 6 月に合意されたエネルギー・産業分野における気候政策では、世界

初の「エネルギー島」を 2030 年までに北海とバルト海のボーンホルム島沖合の 2 カ所に建設する

ことが盛り込まれた。北海のエネルギー島には 3 ギガワット(GW)、ボーンホルム島沖合のエネルギ

ー島には 2GW の発電容量の洋上風力発電設備を設置、北海の島の発電容量はその後の拡大

も予定された。また気候法では、2030年までに温室効果ガス（GHG）を対1990年比で70％削減、

遅くとも 2050 年までに気候中立（GHG 排出実質ゼロ）を達成する目標が明記されている。EU 統

計局（ユーロスタット）によると、2022 年の最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割

合は、デンマークは 41.6％（EU 平均：23.0％）に達しており、EU27 カ国のうち 4 番目の割合の高

さとなった。 

② 2022 年 5 月、エスビャウ市で開催された「北海サミット」でデンマーク、ドイツ、オランダ、ベルギー

の 4 カ国のエネルギー相は洋上風力およびグリーン水素に関する協力協定を締結し、北海地域

を「欧州のグリーン電力発電所」として、洋上風力および国境を越えた電力系統の相互接続を促

進することを決定した。上述の 2 つのエネルギー島の活用も含まれる。2023 年 4 月には、フラン

ス、ルクセンブルク、ノルウェー、英国、アイルランドが新たに参加し、計 9 カ国で第 2 回の北海サ

ミットが開催された。同サミットでは北海海域の洋上風力の発電容量を 2030 年までに 120GW、

2050 年までに 300GW とする共通目標が設定された。なお、その後 6 月にデンマーク政府は、北

海のエネルギー島建設は費用が予定より非常に高額になることが判明したとして、計画の見直し

に入ると発表。2024 年 5 月にデンマークエネルギー庁がうち 1 つのエネルギー島の計画概要を

発表した。 

③ 欧州委員会は 2024年 5月に、2023年の実質GDP成長率は 1.9％、インフレ率は 3.4％だった

と発表した。2024年は、実質GDP成長率は 2.6％、インフレ率は 2.0％を予測した。医薬品部

門を中心に工業生産が拡大しており、特に 2023年終盤に拡大が顕著であったことから、2024

年の経済成長も堅調に推移すると予測。輸出も経済成長を牽引すると予想しており、工業生産

の拡大と合わせて、2024年 3月より再開した北海におけるガス採掘が輸出を下支えするとの見

方を示した。一方、2024年の企業投資は、高金利と生産稼働率の低下により抑制され、低調に

推移するとの予想。雇用に関しては、2024年の失業率を 5.6％と予測し、景気が拡大する見通

しの一方で、コロナ禍直後の回復ほど雇用集約的にはならないと予想した。 

 

デンマークの主要経済指標 

（*前年比、％）   
 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 

実質ＧＤＰ成長率* 1.5 △2.4 6.8 2.7 1.9 

 個人消費支出* 1.6 △1.4 5.5 △1.4 1.0 

 政府消費支出* 0.8 △1.7 4.6 △2.8 0.0 

 総固定資本形成* △1.3 4.3 6.6 3.2 △5.0 

 輸出（財・サービス）* 4.5 △6.1 7.7 10.8 13.4 

 輸入（財・サービス）* 3.0 △2.8 8.8 6.5 8.6 

財政収支（対 GDP 比） 4.1 n.a. 4.1 3.3 3.1 

一般政府債務残高（対 GDP 比） 33.7 42.3 36.0 29.8 29.3 

消費者物価上昇率（年平均）* 0.7 0.3 1.9 8.5 3.4 

失業率（年平均） 5.0 5.6 5.1 4.5 5.1 

貿易収支（100 万ドル） 25,663 22,922 27,144 44,259 38,649 

経常収支（100 万ドル） 29,344 28,727 37,028 53,491 44,184 

出所：EU 統計局（ユーロスタット）、貿易収支、経常収支は IMF 

政治体制 

 
政体：立憲君主制 
 
元首：フレデリック 10 世国王（2024 年即位、1968 年生まれ） 
 
議会制度：一院制 
 
議会概要：総議席数 179、任期 4 年、2022 年 11 月 1 日総選挙実施 

（デンマーク 175、グリーンランド 2、フェロー諸島 2） 
 
主な政党：社会民主党 50、自由党 22、デンマーク民主党 16、社会人民

党 15、自由同盟 15、穏健党 14、保守党 10 ほか 
（各党の議席数は 2024 年 6 月 20 日現在） 

 
内閣（主要閣僚）：2022 年 12 月 15 日組閣 

首相：メッテ・フレデリクセン（Mette FREDERIKSEN）（社会民主党） 
副首相 兼 国防相：トロルス・ルン・ポールセン（Troels LUND 
POULSEN）（自由党） 
外務相：ラース・ルッケ・ラスムセン（Lars Løkke RASMUSSEN）（穏健
党） 
財務相：ニコライ・バンメン（Nicolai WAMMEN）（社会民主党） 
ビジネス相：モーテン・ブズコフ（Morten BØDSKOV）（社会民主党） 

（出所：デンマーク議会、デンマーク政府） 

 

二国間関係 

 

貿易額                               （単位：100 万ドル） 

  日本の輸出 日本の輸入 収支 

2019 年 554 2,308 △1,754 

2020 年 456 2,321 △1,865 

2021 年 574 2,410 △1,836 

2022 年 573 2,409 △1,836 

2023 年 594 2,212 △1,618 

（出所：財務省「貿易統計」よりジェトロ作成。2019～2022 年は確定値、

2023 年は確々報値。） 

 

対日貿易の主要品目（構成比）：2023年 

日本の輸出：輸送用機器（41.4％）、一般機械（16.0％）、 

電気機器（8.2％）、再輸出品（7.6％） 

精密機器類（6.9％）、 

日本の輸入：医薬品（42.3％）、肉類及び同調製品（14.8％）、 

電気機器（7.7％）、一般機械（6.9％）、 

その他の化学製品（4.8％） 

（出所：財務省「貿易統計」よりジェトロ作成） 

 

日系企業進出状況：122 社（2022 年 10 月 1 日現在） 

（出所：外務省「海外進出日系企業拠点数調査 2022 年」） 

 

在留邦人数：1,996 人（2023 年 10 月 1 日現在） 

（出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」） 

   


